
   
 
第 217 回国会 参議院 環境委員会 第 3 号 令和 7 年 3 ⽉ 13 ⽇ 川⽥⿓平議員質問 
 

000 会議録情報 
https://kokkai.ndl.go.jp/#/detail?minId=121714006X00320250313&current=1 

 
令和七年三⽉⼗三⽇（⽊曜⽇）    午前⼗時開会 

能登半島地震、それから⼥川原発の再稼働とＰＡＺ圏内の住⺠避難について質問 
• ○川⽥⿓平君 恣意的でなかったら、なぜそんなことをする必要があるんですか。はっきり⾔って、今回の

この⽂献の差し替えは不透明なんですね。これが差し替えられたことがこの委員会を傍聴していた⽅からは
全く分からないような形で、この参考⽂献を七割、七割ですよ、七割を不透明な形で差し替えたほかに、元
の論⽂とは異なる内容で引⽤したり、さらに、ＰＦＡＳの製造企業、この製造企業が資⾦提供したような報
告書、また、⾮常に今論⽂としての価値が低いものを理由に、アメリカで採⽤されたような論⽂も採⽤しな
かったりというようなことまで意図的にやっていたことが明らかで、極めてゆゆしき問題です。  このこ
とについてはまた詳しく次回やりたいと思いますが、この⾷品安全委員会の評価結果に基づき、環境省が⽔
道⽔におけるＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの濃度を⼀リットル当たり五⼗ナノグラム以下に管理する⽔質基準指定す
るパブコメをこれ現在実施しています。詳しい内容についても精査したいと思っておりますが、今回時間の
関係で、詳しくは次回の質疑でしっかり内容についても聞いていきたいと思います。  次の質問に移りま
す。  第七次エネルギー基本計画についてもこれ詳しく議論したいところなんですが、まずは、この能登
半島地震、それから⼥川原発の再稼働とＰＡＺ圏内の住⺠避難について質問いたします。  これ、昨年⼀
⽉に能登半島で内陸直下型の⼤地震が発⽣し、家屋倒壊により多くの⽅が犠牲になり、地盤が隆起し、津波
が起こり、道路は各地で⼨断され、孤⽴集落が出現しました。  もし半島北部にこの中部、北陸、関⻄電
⼒の三社が建設を予定していた珠洲原発、これが建設され、稼働されていたならば、直下型地震、直下型震
度六強地震に耐えられずに、福島のような原発重⼤事故が再現されていた可能性が極めて⾼かったと⾔われ
ています。珠洲原発を凍結させた地元の⽅々の御尽⼒には全く、深く⼼から感謝を申し上げるしかもうあり
ません。  ⼀⽅、北陸電⼒志賀原発、これは停⽌中であり、幸い重⼤事故には⾄りませんでしたが、本地
震の主断層から離れており、震度五強と強い揺れでなかったにもかかわらず、使⽤済燃料プールのスロッシ
ングにより⽔があふれ、変圧器からの絶縁油の⼤量漏れによる電源喪失が発⽣しています。  また、⽶国
の原⼦⼒学会で地震の影響の受けやすさにおいて世界⼀と報告をされていた東北電⼒⼥川原発、これ昨年⼗
⽉に再稼働しました。東⽇本⼤震災で、同原発が地震と津波の影響により、この敷地内浸⽔などで国際原⼦
⼒事象評価尺度、ＩＮＥＳレベルの２の異常事象と評価されました。⼥川原発はプレート間地震の巣窟に近
接しており、今回の能登半島地震の教訓が⼥川原発に⽣かされるものと思っていましたが、現規制基準が⾒
直されることなく再稼働しており、重⼤事故が起きないかと⼤変⼼配しております。  昨年六⽉⼆⼗⼀⽇
にもこの件で質問主意書を提出し、答弁も得ましたが、これを踏まえて以下質問いたします。  最初に、
まず基本的なことですが、原発再稼働前と再稼働後の放射能量について質問いたします。稼働前のウラン燃
料の放射能は、原発が臨界になり稼働するとなると何倍に増えるでしょうか。  

 
• 057 森下泰 

○政府参考⼈（森下泰君） お答えいたします。  運転の状況によりまして運転中の燃料の状態が異なる
ために、⼀概に使⽤前のものと⽐較することは困難ではございますけれども、使⽤前の燃料におきまして
は、ウランの⾃然崩壊による放射線が発⽣しているのみでありまして、表⾯、燃料の表⾯での線量というの
は⼀時間当たり〇・〇三ミリシーベルト程度と⾼くなく、⼈体への影響も⼤きくありません。  ⼀⽅、運
転中の燃料におきましては、⼀つは連鎖的な核分裂反応によりまして中性⼦線などの放射線が発⽣しており
ます。それから、核分裂によりまして⽣成する物質、セシウムとかヨウ素、こういうものの、核分裂⽣成物
と申しますけれども、その使⽤前の燃料に⽐べて⼤量の放射線が発⽣いたします。そのため、その取扱いに
は⼗分な遮蔽が必要となります。  以上でございます。  

 
• 058 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 これ、何倍ですか。 
• 059 森下泰 

○政府参考⼈（森下泰君） 済みません、先ほど申し上げましたけれども、運転の状況によりまして燃料の
状況が様々でございますので、⼀概にはちょっと⽐較をすることはできないということでございます。  

 
• 060 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 これ、資料をお配りをしております。この資料を⾒ていただきたいんですけれども、これ、
原⼦⼒委員会第⼗⼆回新⼤綱策定会議のものです。  ここの⾚いグラフ、⾚いこの線になっているところ
が放射能量なんですけれども、この装荷前、燃料装荷の前で⼗の⼆乗というところになっております。それ
が、燃料取り出しのところでは⼗の⼗乗ということで、これ引くと⼗の⼋乗分増えるということで、これ⼀



億倍に増加するんですね。稼働前と稼働後でこれぐらい、約⼀億倍の変化があるということ。これ、稼働中
の原発が重⼤事故を起こすと、いかに危険かということが分かるかと思います。  これ、阪神・淡路⼤震
災後、全国的に地震計や電⼦基準点が整備されました。その後、⼆〇⼀⼀年の三⽉⼗⼀⽇の東⽇本⼤震災、
そして昨年の能登半島地震など経験いたしましたが、いまだに、いつ、どこで、どのような地震が起こる
か、地震予知というのはこれできないままなのでしょうか。  

 
• 061 ⻘⽊元 

○政府参考⼈（⻘⽊元君） 地震の予測につきましては、政府の中央防災会議、防災対策実⾏会議のワーキ
ンググループの報告書におきまして、現在の科学的知⾒からは確度の⾼い地震の予測は難しいとの⾒解が平
成⼆⼗九年九⽉に⽰されたところでございます。  ⼀⽅で、地震の予知技術に関しましては様々な調査研
究が進められている段階にあると承知しております。そのような研究成果を活⽤していくためには、その妥
当性及び実施可能性について科学的、客観的に検証されることが必要であると考えております。  気象庁
といたしましては、政府の地震調査研究推進本部の⼀員として、これらの調査研究の動向を注視してまいり
ます。  

 
• 062 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 要するに、地震学では、まだ地震、⼤地震、予知できないことが分かりました。  昨年六
⽉⼆⼗⼀⽇の質問主意書でも、この能登半島地震の教訓まとまったのかどうかと質問いたしましたが、その
答弁では新規制基準に取り⼊れるべき知⾒は得られていないということでした。  昨年五⽉⼋⽇、第六回
の原⼦⼒規制委員会では、能登半島地震の知⾒の収集状況について議論した三⽉⼆⼗七⽇の技術情報検討会
の報告、これ⽯渡委員の、当時の、この群発地震の活動と本震との関係等、今までの地震ではなかったよう
な事象について研究情報等をきちんと集めるべきとの指摘を受けて、⼭中原⼦⼒規制委員⻑は、改めて今後
の技術情報検討会の中で情報収集していくと確認され、そして本件は報告を受けたということで終わりにし
たいと締められました。  ただ、まだ継続調査をすることを⽰しているように受け⽌めましたが、つきま
して、この後の北陸電⼒の調査結果、そのほか地震に関わる情報収集、どう⾏われ、どのような教訓が得ら
れたのでしょうか。もし得られたのあれば具体的な教訓をお知らせください。また、ほかの原発に対する審
査や検査といった規制にそれが反映されたのでしょうか。  

 
• 063 ⼭中伸介 

○政府特別補佐⼈（⼭中伸介君） お答えをいたします。  令和六年能登半島地震につきましては、地震
調査研究推進本部等の関係機関、関連する学会、各研究機関において進められている調査検討などにより知
⾒の更新が図られております。これらの機関の調査検討によって得られた知⾒につきましては、原⼦⼒規制
庁が公開で実施いたします技術情報検討会の枠組みの中で収集をし、検討しているところでございます。  
能登半島地震に関する知⾒の収集と内容の検討につきましては、昨年五⽉⼋⽇の原⼦⼒規制委員会において
技術情報検討会の報告を受けました。その後も、昨年⼋⽉、規制委員会委員と原⼦⼒規制庁の研究部⾨の職
員が能登半島の地盤隆起、津波痕跡等の状況の現地調査を⾏い、技術情報検討会で議論した結果を昨年⼗⽉
に原⼦⼒規制委員会で報告を受けました。また、各研究機関や⼤学の論⽂等についての収集活動は続けてお
り、まとまり次第、技術情報検討会で更に議論を⾏う予定としております。  なお、現時点までに把握で
きている情報からは規制基準に反映すべき新たな知⾒は得られておりませんが、引き続き各研究機関により
⽇々更新されております知⾒を収集、検討いたしまして、規制に取り⼊れるかどうか、必要があるかどうか
ということについて検討してまいる予定でございます。必要がある場合にはどのように取り⼊れていくかに
ついても適切に委員会で議論をし、判断をしてまいる予定でございます。  

 
• 064 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 是⾮早急に、これしっかりと、検討の際にしっかり⼊れていただきたいと思っています。  
これ、仮定の話でありますが、もし能登半島地震の際に珠洲原発が稼働していたならば、この珠洲原発建設
予定地周辺の半径五キロ、また三⼗キロに住んでいた住⺠の避難できたのでしょうか。能登半島地震の後、
珠洲原発建設予定地の若い⼈が、孤⽴状態だった、もしここに原発があったら⼀瞬で終わっていたと思いま
すと述べていました。  珠洲原発計画では、当初、関⻄電⼒⼆基、中部電⼒⼆基、将来は北陸電⼒も加わ
り、最⼤⼀千万キロワットの原発建設を⽬指していたと聞きます。その四基が稼働していたとなると、福島
第⼀原発事故と同様の重⼤事故が起こり、東側の⾵下にある⽯川県、富⼭県、新潟県、⻑野県はひどく汚染
され、恐ろしい放射線障害が起きていたことが想定されます。この国は、とてつもない健康被害、経済危
機、環境危機を迎えていたことになるのではないでしょうか。  これ、凍結に追い込んだ珠洲の⼈たち、
この⽅々がこの国を救ったことになり、功績は⾮常に⼤きいと評価する⽅もいらっしゃいますが、⼤⾂、こ
れどう思われますでしょうか。  

 
• 065 浅尾慶⼀郎 

○国務⼤⾂（浅尾慶⼀郎君） 原⼦⼒の利⽤政策を所管する⽴場にないためコメントは差し控えますけれど
も、珠洲原⼦⼒発電所の建設計画については、経済産業⼤⾂から、当時の電⼒需要の⾒通しや発電所⽤地確



保の⾒通しが⽴たなかったということなどの理由で、実施主体である事業者が計画凍結を総合的に判断した
ものと答弁していると承知をしております。  

 
• 066 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 本当にこの能登半島地震そして福島原発事故の教訓を踏まえて、⼥川原発のＰＡＺ五キロ圏
内のこの住⺠避難について聞きます。  ⼆〇⼀⼀年三⽉⼗⼆⽇の福島第⼀原発⼀号機が⽔素爆発を起こし
ましたが、⾵下の空間線量率の最⼤値は幾らだったのでしょうか。また、その測定地点の⼀号機からの距離
はどの程度で、そこに何分いると⼀般公衆の場合の年間の実効線量限度⼀ミリシーベルトに達するのでしょ
うか。  

 
• 067 児嶋洋平 

○政府参考⼈（児嶋洋平君） お答えします。  東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所周辺に設置されたモニタ
リングポストのうち、平成⼆⼗三年三⽉⼗⼆⽇の同発電所⼀号機における⽔素爆発の前後で最も⾼い空間線
量率を観測したのは発電所から五・六キロメートル離れた双葉町の上⽻⿃局でして、⼀時間当たり約⼀・六
ミリグレイを観測しております。このモニタリングポストはグレイを単位として測定されておりましたが、
⼀グレイを⼀シーベルトとみなすと、これは⼀時間当たり約⼀・六ミリシーベルトとなります。  御質問
の到達の時間でございますが、この測定結果に基づきますと、⼀時間もしないうちに御指摘の⼀ミリシーベ
ルトに到達することとなります。  

 
• 068 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 この双葉町の新⼭のモニタリングポストでは、この四・⼀キロメートル地点では六ミリシー
ベルトだったと記録されています。ここに、今この六ミリシーベルトだったと仮定すると、これ⼗分いる
と、この⼈の摂取限度、⼀般公衆の場合の年間実効線量限度に達するということですが、それでいいです
か。  

 
• 069 児嶋洋平 

○政府参考⼈（児嶋洋平君） ⼤変恐縮です。今、先⽣がおっしゃった局の記録を今確認しておりますが、
その当時の最⼤値、周辺の最⼤値ではやはり⼀・五九マイクロシーベルトが最⼤値でございました、ミリシ
ーベルトが最⼤値でございました。  

 
• 070 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 もう⼀度ちょっと調べておいてほしいんですけれども、最⼤値は双葉町の新⼭のモニタリン
グポストということになっています。  今年⼆⽉⼋⽇、⼥川原発⼆号機で重⼤事故が起きたとの想定で宮
城県の主催の訓練が⾏われたとのことです。この際、ＰＡＺでの仮想空間線量率、幾らに設定されていたの
でしょうか。設定されていないのであれば、福島第⼀原発事故で現実に起きた空間線量率を⽤いて⾏うべき
ではないでしょうか。被曝量が想定できないのでは最も⼤きな問題を避けた避難訓練であり、この意味がな
い訓練と⾔えるのではないでしょうか。いかがでしょうか。  

 
• 071 勝⽬康 

○⼤⾂政務官（勝⽬康君） お答え申し上げます。  宮城県の訓練でありますけれども、この原⼦⼒災害
に備えた原⼦⼒防災訓練、年⼀回程度実施をされております。その中で、様々な防護措置の確認、検証を⾏
ってきているというところであります。  今年⼆⽉に実施をされましたこの訓練でありますけれども、こ
れは⼥川地域の緊急時対応に基づく防護措置についての実施⼿順の確認、検証、これを⾏うことを⽬的とし
て実施をされたと、そのように承知をしております。そのため、今回の訓練では、具体的な空間放射線量率
を想定するのではなく、特定の地点において⼀時移転が必要な空間放射線量率まで上昇が認められたとい
う、そういう状況になったことを想定をして住⺠の⼀時移転訓練が実施されたと、このように承知をしてお
ります。  それで、委員御指摘の福島原発事故時の線量を想定した訓練を実施しなければ、これ意味ある
訓練にならないんじゃないかと、こういうことでありますけれども、そもそも今の原⼦⼒防災の体制であり
ますが、この原⼦⼒規制委員会の⽅で福島第⼀原⼦⼒発電所事故の教訓等を踏まえて原⼦⼒災害対策指針と
いうものを策定をしたわけであります。この考えに基づいて防護措置を実施していく、このことが重要であ
ると考えております。  宮城県のこの訓練におきましても、この⼥川地域の緊急時対応に基づいて、原⼦
⼒災害指針に、原⼦⼒災害対策指針にのっとった防護措置についてのまさに実施⼿順の確認、検証を⾏うと
いうことで実施されたものでございます。  いずれにいたしましても、今後も訓練、研修を通じまして原
⼦⼒防災体制の充実強化に取り組んでまいります。  

 
• 072 川⽥⿓平 

○川⽥⿓平君 是⾮能登地震のやっぱりこの経験を⽣かして、是⾮この牡⿅半島の住⺠の⼈たちが避難でき
るような計画や、そして、もし取り残された場合の計画も含めて、早急にこれ対策を取っていただきたいと
いうことを申し上げて、残りの質問は次回に回したいと思います。  ありがとうございました。 
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「モニタリングポスト等での線量率と原⼦炉事象との関係（2011.3.12）」 
2024.2.16 原⼦⼒規制庁 平⼭英夫  より作成 
 


